様式Ａ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　№　　　　　　

企画提案書兼誓約書

　　年　　月　　日　
我孫子市長　あて

参　加　者　　住　　所

名　　称

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

※本様式への押印を省略する場合は必ず以下を記載すること。
本件責任者氏名
担当者氏名

電　　話

Ｆ Ａ Ｘ
（事業名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

上記事業に係る企画提案について、次の添付書類を添えて提出します。

なお、企画提案書の提出に際し、募集要項の参加資格全ての要件を満たすこと、記載内容に虚偽がないこと及び結託等により公正を害するような行為をしないことを誓約します。

1　 企画提案書兼誓約書　　 　　　                    （表紙・様式Ａ）

2　 会社概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式１）
3　 小・中学校の自校給食受託実績　　　　　　　　　　　　（様式２）
4　 課題に対する提案　　　　　　　　 　　　　　　　　　 （様式３－１、３－２）
5 調理業務実施要領及び衛生管理体制 　　　　　　　　　 （任意様式）

6 調理業務従事者の配置体制　　 　 　　　　　　　　　　（様式４－１、４－２）　
7 巡回指導及び研修計画　　　　　　　　　　　　　　　　（様式５）
8 食育に関する学校への協力体制や企画の提案　　　　　　（様式６）
9 調理業務実施体制　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式７）
※調理作業工程表　　　　　　　　　　　　　　　　　　（任意様式）
（別紙「調理業務指示書」に基づき作成）
10 見積金額内訳書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式８）
様式１　　　　　　　　　　　
会　社　概　要
	社　　　名
	

	本社所在地
	

	電　　　話
	
	FAX
	

	報告に関する問合せ先
	担当者
	
	電話
	

	（１）　会社概要について

	設立年月日
	　　年　　月　　日
	学校給食の受託開始年月日
	年　　月　　日

	経営規模・

経営比率等
	資本金　　　　　　円
	総売上高　　　　　　　円
	自己資本比率　　　　　％

	
	流動比率　　　　％
	固定比率　　　　　　　％
	（添付資料）
※決算報告書

	業務内容
	　　

	営業所数
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千葉県内　　　　　　　　　）　

	従業員数
	総従業員数　　　　   人

正規社員　　　　     人、臨時的職員（パート等）　　     　　人　　
（内訳）　事務職　　　　   人、技術職　　　　    　　人　

※技術職は栄養士資格・調理師資格を持つ人数を記入してください。

	（２）
責任賠償保険　　
の内容


	内容、金額等を具体的に明記してください。（※保険証等の写し添付）

1 対人賠償保険の補償の限度額は（　　　　　　　　円）
②その他の補償の内容は
※別紙でも可

	（３）ＩＳＯの取得状況
（取得済みに○印）
	ア　ISO　９００１（品質マネジメント）

	
	イ　ISO１４００１（環境マネジメント）

	
	ウ　ISO２７００１（情報セキュリティマネジメント）

	
	エ　ISO２２０００（食品安全マネジメント）

	（４）過去５年間の食中毒
事故の有無
	有　　･　　無　　
（有の場合には事業部門、発生年月等を詳細に記入してください。）
※別紙でも可



注意１　添付資料として決算報告書の写しを添付すること。
注意２　責任賠償保険の保険証等の写しを添付すること。
様式２

	小･中学校の自校給食受託実績　　　　　　　（基準日　令和８年１０月９日）

	区市町名
	小･中学校名
	受託年度（期間）
	区市町名
	小・中学校名
	受託年度（期間）


	
	
	　　　
　　～（　　年間）
	
	
	     ～（　　年間）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


様式３－１　 

課題１　ドライ運用について
	給食室はウエットシステムの調理場及び設備であっても、衛生面及び労働環境からもドライ運用（水や食器を床面にこぼさずに調理及び洗浄作業を行うこと）を図ることが必要です。貴社ではドライシステムを導入していない調理場においてどのような対策を実施してドライ運用を図るか提案してください。



様式３－２　 

課題２　委託事業者の移行に伴う引継ぎ業務における工夫について
	①他社から貴社へ業務を引継ぐことになった際の、引継ぎに係る注意点や手法・スケジュール、人材確保の方法、移行後の児童生徒への配慮や安全確保等について提案するとともに、引継ぎに関する研修を行う場合は、その研修が誰に対して（責任者・社員・臨時社員等）行われるかも記入してください。
②選定委員会による審査の結果、貴社から他社へ業務を引継ぐことになった際の、引継ぎに係る注意や手法、工夫点などを記入してください。
③やむを得ず、貴社による受託の継続が困難な状況となった場合に、給食の継続提供のために、どのような処置・対応ができるかを提案してください。



様式４－１
調理業務従事者の配置体制（正規社員　　　　名 ・ 臨時社員　　　　名　）　　　　　　　　　　　　　
	正規社員・臨時社員の区分
役職・氏名
	資格
（年数）　
	経　験　内　容

	調理業務
経験年数
	勤務時間(時間数)

	　
　
　
正規社員

	調理業務
責任者
氏名
	調理師
取得後    
　　　 年
	学校給食責任者経験
　　　（　 　年　　ヵ月）
	年 　カ月

	

	
	調理業務
副責任者
氏名
	調理師
取得後    
　　　 年
	学校給食副責任者経験
　　　（　 　年　　ヵ月）
	年 　カ月
	

	
	氏名
	調理師
取得後    
年
	学校給食従事者経験
　　　（　 　年　　ヵ月）
	年 　カ月

	

	
	氏名
	調理師
取得後    
年
	学校給食従事者経験
　　　（　 　年　　ヵ月）
	年 　カ月

	

	臨時社員
	氏名
	
	
	
	

	
	氏名
	
	
	
	

	
	氏名
	
	
	
	

	
	氏名
	
	
	
	

	
	氏名
	
	
	
	

	
	氏名
	
	
	
	

	
	氏名
	
	
	
	

	
	氏名
	
	
	
	


· 正規社員については、経験内容について詳しくお書きください。調理師・栄養士資格もありましたら記入してください。（資格年数・経験年数は、令和８年１０月１日で記入）
· 臨時社員については、採用前でわからない場合は、これまでの貴社の配置実績に添って記入してください。　
· 原則、この様式に記載された配置予定の体制は、病気、死亡、退職等、極めて特別な場合を除き、契約時に変更することができません。
様式４－２　 

調理業務従事者の配置体制
	①円滑な給食運営を行うために重要な、調理業務責任者、調理業務副責任者の配置を、どのような方針のもとに行うか記入してください。
②調理業務従事者の休暇時や災害等の緊急事態発生時に、円滑な給食運営を行うために貴社で計画している代替体制等の対応について記入してください。



様式５　 

巡回指導及び研修計画

	①貴社の巡回指導及び研修計画等における、年間を通じたスケジュールや対象従事者（責任者・社員・臨時社員等）について具体的に記入してください。
②指導や研修において、特に力を入れていることについて具体的に記入してください。
③指導や研修したことに対する定着の把握方法について、具体的に記入してください。



様式６　 

食育に関する学校への協力体制や企画の提案について
	児童生徒の食育に関する、学校への協力体制や貴社の企画等について提案してください。（ただし、貴社の見積価格以内で、応募する学校（規模等を考慮）で実施することが可能な内容とします。）



様式７　 

調理業務実施体制
	①調理作業工程表を任意様式にて別紙「調理業務指示書」に基づき作成してください。
②作成いただいた調理作業工程表において、効率的・効果的な調理業務に向けた取組、調理工程及び調理方法に対する創意工夫、給食と品質管理に関する考え方について具体的に記入してください。



様式Ｂ
質　問　書

	事　業　名
	

	発注課名
	我孫子市教育委員会　学校教育課　給食係
ＦＡＸ　０４－７１８２－５８６７

	質　問　者
	住　　所　〒

	
	商号・名称

	
	電話番号

	
	ＦＡＸ

	
	担当者名

	質　問　事　項

	１



	２



	３



	４




※質問事項は、具体的かつ簡潔に記載する。
様式８
年　月　日
見積金額内訳書
受注者
所在地
商号又は名称
代表者氏名
【本様式への押印を省略する場合は必ず以下を記載すること。】
本件責任者氏名
本件担当者氏名
連絡先
	委託業務名
	

	契約期間
	年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	契約金額
	　　円

	（内訳）

	番号
	項目
	金額
	内容

	①
	直接人件費
	
	円
	本業務に従事する者に係る賃金

	②
	直接物品費
	
	円
	本業務の実施に必要な物品等に係る費用

	③
	業務管理費
	
	円
	業務を実施するうえで、現場業務を管理運営するために必要な①②以外の費用

	④
	一般管理費等
	
	円
	企業を維持経営していくために必要な①～③以外の費用で、一般管理費及び営業利益

	⑤
	合計
（税抜き）
	
	円
	①～④の合計額

	⑥
	消費税相当額
	
	円
	⑤×10％（1円未満端数切捨て）

	⑦
	合計
（税込み）
	
	円
	⑤＋⑥


· 労働基準法（昭和22年法律第49号）第11条に規定する賃金をいう。
· 直接人件費には、本業務に従事する者の健康保険、厚生年金保険、労働保険等の事業者負担額及び児童手当拠出金等の法定福利費は含まない。
· 本店及び支店の従業員等に係る賃金等は④で計上すること。
※ 見積金額（税込）は履行期間の総額として計上すること。
※ 支払は契約金額（税込）を３３か月で除した金額を月払いすることを想定する。

※ 本業務は「複数年にわたる業務委託契約に係る労務費のスライド条項運用基準」の対象業務である。直接人件費の算定に当たっては、当該運用基準の適用を想定して行うこと。

